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２０２１年

コロナ禍と医療現場� ３

日医と懇談� ８

自宅療養者の治療
に奔走

感染対策など医療
充実で一致

　検査、往診、投薬な
ど自宅療養患者への医
療事例を報告する。

２ 	 	歯科要求・衆院選政
党アンケート

　　「保険で良い歯科を」全
　国連絡会が実施した政　
　党アンケートの概要。

８ 	 	いのち守る医療・社
会保障立て直せ　
総行動

　医療充実への転換な
どで日医・今村聡副会
長と住江会長が懇談。

　
厚
労
省
は
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
ワ
ク
チ

ン
の
追
加
接
種

を
、
２
回
目
の

接
種
か
ら
８
カ

月
以
上
経
過
し

て
い
る
医
療
従
事
者
や
高
齢

者
か
ら
順
次
行
う
と
し
て
い

る
。
そ
も
そ
も
、
８
カ
月
と

い
う
間
隔
に
科
学
的
根
拠
は

な
い
。
海
外
の
一
部
の
国
の

動
向
に
追
随
す
る
だ
け
で
な

く
、
デ
ー
タ
に
基
づ
い
て
決

め
る
必
要
が
あ
る
。
日
本
国

内
で
も
ま
だ
接
種
が
で
き
て

い
な
い
人
も
お
り
、
接
種
が

進
ま
な
い
途
上
国
で
は
感
染

拡
大
が
深
刻
化
し
て
お
り
、

先
進
国
の
み
の
優
遇
は
、
コ

ロ
ナ
禍
の
さ
ら
な
る
長
期
化

に
つ
な
が
る
。
今
回
も
直
前

に
急
な
依
頼
が
き
て
大
混
乱

に
な
る
か
と
思
う
と
気
が
重

い
▼
ま
た
、
２
０
２
１
年
度

の
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
ワ
ク
チ

ン
の
供
給
見
通
し
は
、
５
１

３
４
～
５
５
８
４
万
回
分
と

前
年
度
よ
り
２
割
前
後
減
る

見
込
み
と
し
て
い
る
。
１９
年

度
は
５
６
５
０
万
回
分
、
２０

年
度
は
６
５
４
８
万
回
分
で

あ
り
例
年
よ
り
少
な
い
。
昨

年
実
績
の
７
～
８
割
し
か
納

入
さ
れ
ず
、
１０
月
分
の
供
給

量
は
わ
ず
か
で
あ
り
、
残
り

の
分
は
相
当
ず
れ
込
む
と
連

絡
が
あ
っ
た
。
去
年
並
み
に

希
望
者
が
多
い
可
能
性
も
あ

り
混
乱
が
予
想
さ
れ
る
▼
国

か
ら
国
民
へ
の
丁
寧
な
説
明

と
周
知
が
必
要
で
あ
る
と
思

わ
れ
る
。
厚
労
大
臣
、
ワ
ク

チ
ン
担
当
大
臣
が
代
わ
っ
た

ば
か
り
だ
が
速
や
か
な
対
応

を
期
待
し
た
い
。（
和
）

　
総
選
挙
を
前
に
保
団
連
は
、「
診
療
報
酬
引
き
上
げ
」「
患

者
負
担
増
の
中
止
」
な
ど
保
険
医
の
重
点
要
求
と
し
て
掲

げ
た
１２
項
目
に
関
し
主
要
各
党
に
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し

た
。
回
答
結
果
（
表
）
を
紹
介
す
る
。

〇＝賛成、×＝反対△＝その他 自民自民 公明公明 維新維新 立民 国民 共産共産 社民社民 れいわれいわ

医療機関等への減収補填 △

回

答

な

し

△ 〇 △ 〇 〇 〇

社会保障費「自然増」抑制の中止 × × △ △ 〇 〇 〇

75歳以上窓口２割化の中止 × × 〇 × 〇 〇 〇

病床削減計画の中止 △ △ 〇 〇 〇 〇 〇

就学前まで子ども医療費無料化
国制度の創設 × △ △ △ 〇 〇 〇

妊産婦医療費の無料化 × 〇 △ △ 〇 〇 〇

診療報酬の大幅引上げ △ △ △ △ 〇 〇 〇

介護報酬の大幅引上げ △ △ △ △ 〇 〇 〇

消費税をただちに５％減税 × 〇 △ △ 〇 〇 〇

原発再稼働の中止 × △ △ △ 〇 〇 〇

9条改憲しない × × 〇 △ 〇 〇 〇

辺野古新基地建設の中止 △ × 〇 △ 〇 〇 〇

各
党
は
ど
う
答
え
た
か

保
険
医
の
要
求
衆
院
選
・
政
策
ア
ン
ケ
ー
ト

　
１０
月
３１
日
投
開
票
の
総
選
挙
で
は
、
コ
ロ
ナ
禍
で
疲
弊
す
る
生
活
や
雇
用
、
医
療

の
立
て
直
し
が
争
点
と
な
る
。
保
団
連
の
三
浦
清
春
副
会
長
（
写
真
）
に
争
点
を
聞

い
た
。（
４
・
５
面
に
政
権
の
コ
ロ
ナ
対
策
の
検
証
、
７
面
に
新
政
権
の
改
憲
姿
勢
）

　
総
選
挙
で
は
、
コ
ロ
ナ
禍

で
疲
弊
す
る
国
民
生
活
や
低

迷
す
る
経
済
を
下
支
え
し
、

賃
金
・
雇
用
の
改
善
や
医
療

・
社
会
保
障
の
立
て
直
し
が

争
点
で
す
。
そ
の
た
め
に
は
、

こ
れ
ま
で
の
安
倍
・
菅
政
権

の
経
済
・
財
政
政
策
を
継
承

す
る
か
転
換
す
る
か
が
問
わ

れ
ま
す
。

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
継
承

　
岸
田
首
相
は
国
会
で
「
新

し
い
資
本
主
義
の
実
現
」、

「
成
長
と
分
配
の
好
循
環
を

目
指
す
」
と
掲
げ
、
独
自
色

を
打
ち
出
し
ま
し
た
。
　
　
　

　
し
か
し
、
経
済
政
策
で
は
、

「
大
胆
な
金
融
政
策
、機
動
的

な
財
政
政
策
、
成
長
戦
略
」

の
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
３
本
柱

を
掲
げ
、「
新
し
い
資
本
主

義
」
と
は
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

も
基
礎
と
し
た
概
念
」
と
答

弁
し
「
継
承
」
を
宣
言
し
ま

し
た
。

　
安
倍
・
菅
政
権
の
９
年
間

で
、「
富
裕
層
や
大
企
業
が
利

益
を
増
や
せ
ば
、
国
民
所
得

も
向
上
す
る
」
と
す
る
ア
ベ

ノ
ミ
ク
ス
は
「
幻
想
」
に
終

わ
り
ま
し
た
。
法
人
税
は
２８

％
か
ら
２３
・
２
％
に
減
税
さ

れ
、
大
企
業
の
内
部
留
保
は

１
３
３
兆
円
も
増
え
４
６
７

兆
円
に
達
し
ま
し
た
。
日
銀

の
金
融
緩
和
や
年
金
資
金
の

株
式
運
用
な
ど
株
高
維
持
政

策
で
、
大
企
業
・
富
裕
層
の

資
産
は
膨
張
し
ま
し
た
。

　
一
方
で
消
費
税
が
２
度
増

税
さ
れ
、
個
人
消
費
は
低
迷

し
続
け
て
い
ま
す
。
非
正
規

労
働
者
が
増
加
し
、
実
質
賃

金
も
２２
万
円
減
り
、
格
差
は

拡
大
し
ま
し
た
。

金
融
所
得
課
税
強
化

も
先
送
り
　

　
株
式
売
買
益
な
ど
金
融
所

得
の
税
率
（
１5
％
）
は
、
所

得
税
率
（
最
高
税
率
55
％
）

に
比
べ
極
端
に
低
く
据
え
置

か
れ
て
い
ま
す
。
株
で
多
く

の
利
益
を
あ
げ
る
富
裕
層
ほ

ど
税
負
担
が
軽
く
な
り
ま

す
。
実
際
、
所
得
が
１
億
円

を
超
え
る
と
税
負
担
率
が
下

が
る
（
図
）
逆
転
現
象
が
起

こ
っ
て
お
り
、
富
裕
層
優
遇

の
象
徴
的
存
在
で
す
。

　
岸
田
首
相
は
、「
富
め
る
も

の
と
、
富
ま
ざ
る
も
の
と
の

深
刻
な
分
断
を
生
ん
だ
」
と

述
べ
、
企
業
の
税
負
担
等
を

軽
減
し
、
市
場
競
争
を
推
し

進
め
る
新
自
由
主
義
の
弊
害

を
指
摘
し
た
も
の
の
、
総
裁

選
で
掲
げ
た
「
金
融
所
得
課

税
の
強
化
」
は
、
早
々
に
先

送
り
し
ま
し
た
。

診
療
報
酬
引
上
げ
を

　「
分
配
戦
略
」
と
し
て
、
看

護
、
介
護
、
保
育
で
働
く
労

働
者
の
収
入
増
加
に
向
け
、

「
公
的
価
格
を
見
直
す
」と
し

ま
し
た
。
そ
う
で
あ
れ
ば
、

医
療
従
事
者
の
待
遇
改
善
の

原
資
と
な
る
診
療
報
酬
の
大

幅
引
き
上
げ
を
明
言
す
べ
き

で
す
。
ま
た
、
最
低
賃
金
の

引
き
上
げ
、
非
正
規
雇
用
の

待
遇
改
善
な
ど
格
差
是
正
に

繋
が
る
施
策
に
も
言
及
す
べ

き
で
す
。
一
方
、
野
党
４
党

は
、
共
通
政
策
で
▽
消
費
税

減
税
▽
大
企
業
・
富
裕
層
の

負
担
増
▽
低
所
得
層
や
中
間

層
へ
再
分
配
の
強
化
▽
最
賃

引
上
げ
▽
非
正
規
雇
用
の
待

遇
改
善
な
ど
―
貧
困
格
差
の

是
正
を
掲
げ
ま
し
た
。

応
能
負
担
強
化
こ
そ

　
コ
ロ
ナ
禍
で
６０
カ
国
・
地

域
で
消
費
税
が
減
税
さ
れ
、

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
１
３
６
カ
国

で
最
低
法
人
税
率
や
デ
ジ
タ

ル
課
税
の
導
入
も
合
意
さ
れ

ま
し
た
。
日
本
も
不
公
平
税

制
を
改
め
、
大
企
業
・
富
裕

わ
か
ら
回
答
（
表
）
が
あ
っ

た
。
公
明
か
ら
は
期
限
ま
で

に
回
答
が
な
か
っ
た
。

　
自
民
は
重
点
要
求
１２
項
目

全
て
に
賛
成
し
た
項
目
は
な

か
っ
た
。「
75
歳
以
上
医
療
費

２
割
化
の
中
止
」
に
は
、
立

民
、
共
産
、
社
民
、
れ
い
わ

が
賛
成
。「
病
床
削
減
中
止
」

に
は
、
立
民
、
国
民
、
共
産
、

社
民
、
れ
い
わ
が
賛
成
し
た
。

「
子
ど
も
医
療
費
無
料
化
、診

療
報
酬
・
介
護
報
酬
引
き
上

げ
」
に
は
、
共
産
、
社
民
、

れ
い
わ
が
賛
成
し
た
。「
妊
産

婦
医
療
費
無
料
化
」
に
は
、

維
新
、
共
産
、
社
民
、
れ
い

わ
が
賛
成
し
た
。「
消
費
税

5
％
減
税
」
に
は
維
新
、
共

産
、
社
民
、
れ
い
わ
が
賛
成

し
た
。「
９
条
改
憲
し
な
い
」、

「
辺
野
古
新
基
地
建
設
中
止
」

に
は
、
立
民
、
共
産
、
社
民
、

れ
い
わ
が
賛
成
し
た
。「
原
発

再
稼
働
の
中
止
」
に
は
、
共

産
、
社
民
、
れ
い
わ
が
賛
成

し
た
。

　
各
党
の
政
策
や
保
団
連
の

主
張
は
、
特
集
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
掲
載
す
る
。
こ
れ
ま
で

の
政
権
運
営
な
ど
を
見
極
め

て
投
票
を
呼
び
掛
け
た
い
。

生活・雇用・医療の改善争点
公
平
な
税
制
へ
の
転
換
が
カ
ギ

申告納税者の所得税負担率の推移
（2019年分）
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１
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１
０
億
円
〜

５
０
億
円
〜

１
０
０
億
円
超

層
に
応
分
の
負
担
を

求
め
、
賃
金
・
雇
用

の
改
善
や
社
会
保
障

充
実
に
踏
み
切
る
べ

き
で
す
。
総
選
挙
で

は
、
格
差
に
よ
る
分

断
を
乗
り
越
え
暮
ら

し
と
経
済
の
好
循
環

を
実
現
す
る
展
望
を

拓
き
ま
し
ょ
う
。

　
保
団
連
は
衆
院
選
候
補
者

擁
立
予
定
の
主
要
政
党
に
衆

院
選
政
策
ア
ン
ケ
ー
ト
を
送

付
。
自
民
、
維
新
、
立
民
、

国
民
、
共
産
、
社
民
、
れ
い
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